
株式会社ジェイエア 　　(単位：　円)

　【流動資産】 【20,568,037,145】 　【流動負債】 【9,789,011,424】

　現金・預金 106,761,611 　営業未払金 6,145,938,918

　営業未収入金 7,110,855,617 　未払金 30,465,243

　貯蔵品 1,243,062 　1年内支払長期未払金 4,206,202

　前払費用 110,700,849 　未払費用 1,657,777,561

　短期貸付金 12,935,093,404 　未払法人税等 343,985,200

　未収入金 162,136,295 　未払個別帰属額 1,323,203,677

  1年内回収長期貸付金 24,865 　未払消費税 209,630,123

　立替金 127,322,620 　預り金 73,804,500

　その他流動資産 7,645,174

　1年内支払長期前払費用　 6,253,648

　【固定資産】 【465,417,275】

　（有形固定資産） (194,531,122) 　【固定負債】 【3,882,648】

  建物 48,956,094   長期未払金 3,882,648

　機械装置 37,165,874

　航空機材 72,868,677

　車両運搬具 1

　工具器具備品 35,540,476

　建設仮勘定 0

　（無形固定資産） (1,439,452)

　電話加入権 419,402

　ソフトウエア 1,020,050

　負債の部 合計 9,792,894,072

　（投資その他の資産） (269,446,701)

　長期前払費用 8,283,844 　【株主資本】 【11,240,560,348】

　長期前払年金費用 71,920,033 　　資本金 200,000,000

　敷金 14,067,040 　　利益準備金 50,000,000

　繰延税金資産 175,175,784 　　利益剰余金

　　　繰越利益剰余金 10,990,560,348

　純資産の部合計 11,240,560,348

　資産の部 合計 21,033,454,420 　負債・純資産の部 合計 21,033,454,420

(注）減価償却累計額

純　　資　　産　　の　　部

貸　　借　　対　　照　　表

159,423,710

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　額 科　　目 金　　額

平成　31　年  3 月　31 日　現在



 

個別注記表 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 貸借対照表および損益計算書の作成にあたって採用した重要な会計処理の原則および手続き

は次のとおりです。 

１．たな卸資産の評価基準および評価方法 

移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

無形固定資産 

定額法を採用しております。 

リース資産 

①所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産 

 定額法を採用しております。 

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

積額に基づき計上しております。 

４．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２. 株主資本等変動計算書に関する注記 

１． 発行済株式の総数に関する事項 

普通株式 4,000株 

２． 配当に関する事項 

(ア) 配当金支払額 

平成 30 年 6 月 13 日開催の第 22 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

    配 当 金 の 総 額              2,562,948,000 円 

    1 株当たりの配当額                   640,737 円 

    基 準 日            平成 30 年 3 月 31 日 

    効 力 発 生 日             平成 30 年 6 月 14 日 

 

 

 

 



 

(イ) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

    令和元年 6 月 13 日開催の第 23 回定時株主総会決議において次の通り 

付議いたします。 

    配 当 金 の 総 額              3,238,868,000 円 

    1 株当たりの配当額                   809,717 円 

    配 当 の 原 資                 利益剰余金 

    基 準 日            平成 31 年 3 月 31 日 

    効 力 発 生 日             令和 元年 6 月 14 日 

 

３. 表示方法の変更に関する注記 

  税効果会計に係る会計基準の一部改正に伴う変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の公表（企業会計基準第 28号 2018年 2月 16日）

により、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示

する方法に変更しております。 


